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令和３年６月１４日 

環 境 企 画 課 

 

2018（平成30）年度山形県内の温室効果ガス排出量（推計値）について 

 

１ 概要 

県は、2050（令和32）年までに温室効果ガス実質排出ゼロを目指す「ゼロカーボンやま

がた2050」を宣言し、この達成に向けて「第４次山形県環境計画」（以下、「環境計画」と

いう。）を2021（令和３）年３月に策定した。 

 

 

 

 

 環境計画の進行管理とともに、温室効果ガスの量的変化を踏まえた施策の検討に資する

ことを目的として、2018（平成30）年度の山形県内の温室効果ガス排出量の推計を行った。 

 その結果、県内排出量は799.4万トン（森林吸収量控除後）と推計され、2013（平成25）

年度の排出量1,010.4万トンより211.0万トンの減少（▲20.9%）となった。 

 

２ 温室効果ガスの推計方法等 

（１）温室効果ガスの種類 

   政府の推計方法と同様に二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハ

イドロフルオロカーボン類（HFCS）、パーフルオロカーボン類（PFCS）、六フッ化硫黄（SF6）

及び三フッ化窒素（NF3）の７種類とする。 
 

（２）温室効果ガス推計の方法 

   2010（平成22）年度に作成した山形県温室効果ガス排出量算定システムを用いる。

当該システムでは、各種統計データに基づき、以下により温室効果ガス排出量を推計

する。 

 

 

 

 

 

（３）推計値の見直しについて 

   温室効果ガス推計の際に使用する統計データの数値が過去に遡って見直されたた

め、これまで公表済みの県内温室効果ガス排出量についても見直しを行った。 

 

３ エネルギー消費量について 

・ 2018（平成30）年度の県内エネルギー消費量は934.2百TJであり、2013（平成25）年

度より39.0百TJ減少（▲4.0％）。 

・ 飛行機の増便や農業産出額の増加等に伴いエネルギー消費量が増加した一方、次世代

自動車の普及や製造業において省エネ設備の導入が進んだこと等によりエネルギー

消費量が減少し、全体として2013（平成25）年度比で減少となった。 

＝ ＋

×

（エネルギー種別ごとに算定）

（排出活動ごとに温室効果ガスを積上）

温室効果ガス排出量 エネルギー起源ＣＯ２ エネルギー起源ＣＯ２以外のガス

エネルギー消費量 排出係数

目 標 ①2030（令和 12）年度に基準年度比で 50%削減 

     ②2050（令和 32）年度に基準年度比で 100%削減（カーボンニュートラル実現） 

基準年度 2013（平成 25）年度 

環境計画の温室効果ガス削減目標 
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○ グラフ－１ エネルギー消費量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 表－１ エネルギー消費量の部門別の変動 

 
（注１）発電所やガス製造所における自家消費量であり、販売用の電気やガス生産に伴う消費量は含ま

ない。 

（注２）各数字について、端数処理の関係から数値が一致しない場合がある。 

（単位：百TJ）

構成比
(%)

基準年度比
(%)

電気事業 30.8 30.1 3.2 ▲ 2.3 
・酒田共同火力発電所㈱発電電力量

   5,165 GWh → 5,060 GWh (▲2.0%)

ガス事業 0.1 0.1 0.0 3.7 
・都市ガス需要量

　 12,681 万㎥ → 13,149 万㎥（＋3.7%）

小計 30.9 30.2 3.2 ▲ 2.2 

製造業 226.6 219.8 23.5 ▲ 3.0 

・製造品出荷額

　　24,114 億円 → 28,880 億円 (＋19.8%)

・製造量当たりエネルギー消費原単位

　　56.4 → 52.5（▲6.9%）

鉱業・建設業 19.4 14.6 1.6 ▲ 25.0 
・着工建築物の棟数

　　7,100 棟 → 6,631 棟 (▲6.6%)

農林水産業 28.8 35.5 3.8 23.4 
・農業産出額

　　2,293 億円 → 2,480 億円 (＋8.2%)

小計 274.8 269.9 28.9 ▲ 1.8 

家庭 195.6 182.2 19.5 ▲ 6.8 

・世帯数

　　392,051 世帯 → 398,519 世帯 (＋1.6%)

・エアコンの消費電力効率

　　844 kWh/年 → 820 kWh/年（▲2.8%）

・１世帯当たりエネルギー消費量

　　49.9 GJ → 45.7 GJ (▲8.4%)

業務 138.5 132.3 14.2 ▲ 4.4 

・業務用施設の延床面積

　　1,685 万㎡  → 1,728 万㎡(＋2.6%)

・延床面積１㎡当たりエネルギー消費量

　　0.82 GJ → 0.77 GJ (▲6.1%)

小計 334.1 314.5 33.7 ▲ 5.8 

自動車 328.2 313.0 33.5 ▲ 4.6 

・自動車保有台数

　　931,299 台 → 935,215 台 (＋0.4%)

・ガソリン乗用車平均燃費

　　19.2km/L → 22.7km/L（＋18.2%）

・自動車１台当たりエネルギー消費量

　　35.2 GJ → 33.5 GJ (▲4.8%)

鉄道 0.9 0.8 0.1 ▲ 13.3 
・旅客乗車人員数

　　136,734 百人 → 126,148 百人（▲7.7%）

船舶 1.9 1.8 0.2 ▲ 7.6 
・入港船舶数（外航船舶・内航船舶計）

　　4,715 隻 → 4,107 隻（▲12.9%）

航空 2.5 4.0 0.4 59.4 
・着陸回数（国際線・国内線計）

　　4,361 回 → 6,482 回 (＋48.6%)

小計 333.5 319.5 34.2 ▲ 4.2 

973.2 934.2 100.0 ▲ 4.0 

主な要因
※2013年度→2018年度(基準年度比)

転
換
部
門

産
業
部
門

民
生
部
門

運
輸
部
門

合　　　　　計

部　　　　門
2013年度
（基準）

2018年度

(注1)

(百TJ)

2014年度
(平成26年度）

2003年度
(平成15年度）

１，１９４

９７０

2013年度
(平成25年度）
＜基準年度＞

９７３

2015年度
(平成27年度）

９３４
９４３

2016年度
(平成28年度）

９５６

2017年度
(平成29年度）

2018年度
(平成30年度）

９３４

2020年度
(令和2年度）

９６３

確認指標
▲１％

（前計画）
実績値
▲４％
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４ 排出係数について 

・ 排出係数とは、活動量当たりの温室効果ガス排出量を定めた係数であり、エネルギー

種別や対象となる排出活動毎にその値が定められているが、電力については、毎年、

実績に応じた排出係数が公表される。 

・ 2011（平成23）年度以降、火力発電所の焚き増しなど電源構成の変化に伴い、電力に

係る排出係数が大幅に上昇したが、高効率火力発電所の運転開始や再生可能エネルギ

ーの導入拡大などにより減少傾向にある。 

 

○ グラフ－２ 電力に係る排出係数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 温室効果ガス排出量について 

（１）山形県内の排出量 

・ 2018（平成30）年度の県内排出量は947.2万トンであり、2013（平成25）年度の排出

量1,010.4万トンより63.2万トン減少（▲6.3％）。 

・ 2018（平成30）年度の森林吸収量控除後の県内排出量は799.4万トンであり、2013（平

成25）年度の排出量1,010.4万トンより211.0万トン減少（▲20.9％）。※ 

・ 農業産出額の増加、廃棄物発電による廃プラスチック類の焼却量増加、飛行機の増便

等により農林水産業、航空及び産業廃棄物の項目では排出量が2013（平成25）年度を

上回ったが、それ以外の項目では2013（平成25）年度を下回っている。 

 

 

 

○ グラフ－３ 温室効果ガス排出量の推移と削減目標（二酸化炭素換算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 政府は「2013（平成25）年度の排出量」と「森林吸収量控除後の排出量」を比較する方式を採用しており、本県もこれに倣 

っている。 

(kgCO2/kWh)

2014年度
(平成26年度）

2003年度
(平成15年度）

０．４７３

2013年度
(平成25年度）
＜基準年度＞

０．５９１

０．５５６
０．５７１

2015年度
(平成27年度）

０．５０８
（想定）

2020年度
(令和2年度）

2016年度
(平成28年度）

０．５４５

０．５２１

2017年度
(平成29年度）

2018年度
(平成30年度）

０．５２２

(万トンCO2)

2020年度
(令和2年度）

2014年度
(平成26年度）

８１８

2003年度
(平成15年度）

１，１４４

９４９

2013年度
(平成25年度）
＜基準年度＞

排出量
１，０１０

１３７

森林
吸収量
１３６

※森林吸収量は、国が2006年度より毎年公表

８１２

９９２

１４４

吸収量
控除後
８７４

８４８

2015年度
(平成27年度）

１２２１４８

８１３

2016年度
(平成28年度）

９６０

１１８

９６３

８４６

2017年度
(平成29年度）

１４８

７９９

2018年度
(平成30年度）

９４０

５０５

１３３

９４７

2030年度
(令和12年度）
＜目標年度＞

６３８

目標値
▲１９％

（前計画）

目標値
▲５０％
（最新）

実績値
▲２０．９％
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○ 表－２ 温室効果ガス排出量の部門別の変動 

 

（注１）発電所やガス製造所における自家消費に伴う排出量であり、販売用の電気やガス生産に伴う排

出量は含まない。 

（注２）各数字について、端数処理の関係から数値が一致しない場合がある。 

 

 

（単位：万t-CO2）

構成比
(%)

基準年度
比(%)

電気事業 27.9 27.2 3.3 ▲ 2.2 
・エネルギー消費量

　　30.8 百TJ → 30.1 百TJ (▲2.3%)

ガス事業 0.1 0.1 0.0 ▲ 5.8 

・エネルギー消費量

　　0.1 百TJ → 0.1 百TJ (＋3.7%)

・自家消費電力の温室効果ガス排出係数

　　0.591 kg-CO2/kWh → 0.522 kg-CO2/kWh (▲11.7%)

小計 27.9 27.3 3.3 ▲ 2.2 

製造業 227.8 205.6 24.6 ▲ 9.7 
・エネルギー消費量

　　226.6 百TJ → 219.8 百TJ (▲3.0%)

鉱業・建設業 16.6 11.6 1.4 ▲ 30.0 
・エネルギー消費量

　　19.4 百TJ → 14.6 百TJ (▲25.0%)

農林水産業 21.7 26.1 3.1 19.9 
・エネルギー消費量

　　28.8 百TJ → 35.5 百TJ (＋23.4%)

小計 266.1 243.3 29.1 ▲ 8.6 

家庭 202.2 175.8 21.0 ▲ 13.1 

・エネルギー消費量

　　195.6 百TJ → 182.2 百TJ (▲6.8%)

・エネルギー消費量に占める化石燃料の割合

　　61.1 % → 60.1 %

業務 165.4 146.5 17.5 ▲ 11.4 

・エネルギー消費量

　　138.5 百TJ → 132.3 百TJ (▲4.4%)

・エネルギー消費量に占める化石燃料の割合

　　43.9 % → 41.7 %

小計 367.6 322.3 38.5 ▲ 12.3 

自動車 221.5 211.3 25.3 ▲ 4.6 

・エネルギー消費量

　　328.2 百TJ → 313.0 百TJ (▲4.6%)

・次世代自動車普及率

　　7.4 % → 17.6 %

鉄道 1.3 1.0 0.1 ▲ 21.3 
・エネルギー消費量

　　0.9 百TJ → 0.8 百TJ (▲13.3%)

船舶 1.3 1.2 0.1 ▲ 7.6 
・エネルギー消費量

　　1.9 百TJ → 1.8 百TJ (▲7.6%)

航空 1.7 2.7 0.3 59.4 
・エネルギー消費量

　　2.5 百TJ → 4.0 百TJ (＋59.4%)

小計 225.8 216.3 25.9 ▲ 4.2 

一般廃棄物 9.6 9.4 1.1 ▲ 2.8 
・一般廃棄物直接焼却量の減少

　　30.5 万t → 29.7 万t (▲2.6%)

産業廃棄物 12.3 18.1 2.2 47.3 
・産業廃棄物焼却量の増加

　　5.8 万t → 8.2 万t (＋41.4%)

小計 21.9 27.5 3.3 25.3 

909.4 836.7 100.0 ▲ 8.0 

101.0 110.5 9.4 
・ハイドロフルオロカーボン類排出量

　　29.4 万t-CO2 → 42.0 万t-CO2 (＋42.9%)

1,010.4 947.2 ▲ 6.3 

主な要因
※2013年度→2018年度(基準年度比)

他　6　ガ　ス

合　　　　　計

部　　　　門
2013年度
（基準）

2018年度

二
　
酸
　
化
　
炭
　
素

転
換
部
門

産
業
部
門

民
生
部
門

運
輸
部
門

廃
棄
物
部
門

二酸化炭素合計

(注1)
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（２）山形県及び全国における二酸化炭素排出量の変動 

 ・農林水産業が全国傾向に反して増加となったほか、航空及び廃棄物部門も全国を上回

る増加となったが、その以外の部門においては、全国とほぼ同様の減少傾向を示した。 

 ・一人当たりで見ると、冬季間の暖房によりエネルギー消費量が増加すること、自動車

での移動が多いことなどから、家庭及び自動車の項目で全国を上回っている。 

 

○ 表－３ 山形県及び全国の二酸化炭素排出量の部門別の変動 

 

 

○ 表－４ 一人当たり二酸化炭素排出量の変動 

 

 

○ グラフ－４ 2018（平成30）年度の山形県及び全国の一人当たり二酸化炭素排出量 

 

構成比(%) 基準年度比(%) 構成比(%) 基準年度比(%)

27.9 27.3 3.3 ▲ 2.2 102.7 89.0 7.8 ▲ 13.4

製造業 227.8 205.6 24.6 ▲ 9.7 437.3 375.4 32.8 ▲ 14.1

鉱業・建設業 16.6 11.6 1.4 ▲ 30.0 9.2 8.5 0.7 ▲ 7.1

農林水産業 21.7 26.1 3.1 19.9 16.6 15.6 1.4 ▲ 6.1

小計 266.1 243.3 29.1 ▲ 8.6 463.0 399.5 34.9 ▲ 13.7

家庭 202.2 175.8 21.0 ▲ 13.1 207.6 166.1 14.5 ▲ 20.0

業務 165.4 146.5 17.5 ▲ 11.4 237.8 200.2 17.5 ▲ 15.8

小計 367.6 322.3 38.5 ▲ 12.3 445.4 366.4 32.0 ▲ 17.7

自動車 221.5 211.3 25.3 ▲ 4.6 193.4 181.4 15.8 ▲ 6.2

鉄道 1.3 1.0 0.1 ▲ 21.3 9.9 8.1 0.7 ▲ 18.2

船舶 1.3 1.2 0.1 ▲ 7.6 10.7 10.3 0.9 ▲ 3.8

航空 1.7 2.7 0.3 59.4 10.1 10.5 0.9 3.8

小計 225.8 216.3 25.9 ▲ 4.2 224.2 210.4 18.4 ▲ 6.2

21.9 27.5 3.3 25.3 29.9 30.8 2.7 2.9

- - - - 52.3 49.5 4.3 ▲ 5.5

909.4 836.7 100.0 ▲ 8.0 1,317.6 1,145.6 100.0 ▲ 13.1

その他

合計

廃棄物部門計

転換部門計

産
業
部
門

民
生
部
門

運
輸
部
門

2013年度2018年度 2018年度

山形（単位：万t-CO2） 全国（単位：百万t-CO2）

2013年度
（基準）

(単位：t-CO2)

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
国民一人当たり 9.95 9.64 9.50 9.39 9.06
県民一人当たり 7.87 7.55 7.66 7.73 7.68

2.23 
1.61 1.34 

1.94 

7.68 

3.16 

1.31 
1.58 1.43 

9.06 

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

産業 民生（家庭） 民生（業務） 運輸（自動車） 計

(t-CO2)

県民一人当たり

国民一人当たり


